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港湾行政における主要政策 

○我が国の経済活動や国民生活を支える物流の効率化を進め、我が国の産業競争力の強化と経済再生を実
現するとともに、港湾における防災・減災の取組を推進し、我が国全体の災害対応力の強化を図る。 

１．東日本大震災からの復興加速 
 産業復興にあわせた港湾施設の復旧、まちづくりや産業活動と連携した
津波防災対策等の復旧・復興対策 

３．国民の安全・安心の確保 
（１）大規模災害に対する港湾の事前防災・減災対策の推進 
 「港湾及びその背後地を守る」、「災害時も海上輸送ネットワークを維持
する」という観点から、ハード、ソフト一体となった防災・減災対策を推進 

 

（２）津波・高潮・侵食被害に備えた港湾海岸の整備 
 津波・高潮等による被害から背後地を防護するため海岸保全施設の整
備等を推進 

 

（３）港湾施設・海岸保全施設の老朽化対策の推進 
 今後急速に老朽化することが懸念される港湾施設及び海岸保全施設の
戦略的な維持管理の推進 

４．豊かで利便性の高い地域社会の実現 
（１）離島交通の安定的確保 
 離島における船舶の就航率の向上や人流・物流の安全の確保 

 

（２）循環型社会の形成に向けた環境の整備 
 循環型社会の形成に向けた環境の整備、リサイクルポート施策、海洋環
境整備事業の推進 

２．日本経済の再生 
（１）国際コンテナ戦略港湾の深化と加速 
 

 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立
地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化 

 国際コンテナ戦略港湾への「集貨」、戦略港湾背後への産業集積による
「創貨」、戦略港湾の「競争力強化」の３本柱の施策を推進 

 

（２）資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた輸入 
   拠点の整備と効率的な海上輸送網の形成 (国際バルク戦略港湾） 
 

 ばら積み貨物の安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競
争力の強化、雇用と所得を維持・創出 

 

（３）地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備 
 

 地域の基幹産業を支える産業物流の効率化及び企業活動の活性化に
直結する港湾施設を整備することにより、産業の立地、投資環境の向上
を図り、地域の雇用と所得を維持・創出 

 

（４）港湾における洋上風力発電施設の導入の円滑化 
 

 港湾における洋上風力発電施設の導入の円滑化 
 

（５）日本海側港湾の機能別拠点化 
 

 対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに、東日本大
震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークを構築 

 

（６）特定離島における活動拠点の整備・管理 
 海洋資源の開発・利用・調査を支える活動拠点として、南鳥島、沖ノ鳥島
において港湾施設を整備 

（７）急増するクルーズ船の受入環境の改善 
 外航クルーズ船の寄港増や大型化に対応するソフト・ハード面での環境
を整備し、観光の振興、雇用と所得を創出し、地域の活性化に寄与 

 

（８）「みなとオアシス」の活用を通じた地域活性化 
 「みなとオアシス」の新たな認定を推進するとともに、官民連携の促進な
どにより「みなとオアシス」の拠点機能を強化 

 

（９）港湾関連産業の海外展開支援 ～質の高いインフラ輸出～ 
 面的・広域的な整備や運営に係る本邦企業の受注の拡大を支援 
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バルク貨物の輸送を取り巻く状況 

■バルク（ばら積み）輸送の特徴 

 ・大量の貨物を一括で輸送する方法。 

 ・主な輸送品 輸入：石油（原油）、LNG、鉄鉱石、 

              石炭、とうもろこし、小麦など 

 

我が国は、資源・エネルギーのほとんどを海外に依存。 一括大量輸送によるコスト削減のため、ばら積み貨物船の大型化が進展 
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近年、中国の石炭・鉄鉱石輸入量が急速に増加 



国際バルク戦略港湾政策 

○我が国は、資源・エネルギー等のほぼ100%を輸入に依存。近年、近隣国の輸入量急増により、資源獲得競争が
激化。 

○ばら積み貨物の大型化が世界的に進展している中、我が国では大型船に対応できる港湾は限定的。 
○我が国においては、各港湾ごとの中型船による非効率な海上輸送が行われている。 

○拠点となる港湾を指定し、効率的な海上輸送ネットワークを構築のための支援措置を講じることで、各港湾単位
での中型船による海上輸送（非効率）から、企業間連携による大型船を活用した一括大量輸送（効率的）への転
換を促進。 

●

● 穀物
● 鉄鉱石
● 石炭

釧路港

鹿島港

小名浜港

名古屋港
木更津港

志布志港

水島港

水島港・福山港

徳山下松港・宇部港

国際バルク戦略港湾（10港）

穀物 
５港（「釧路港」、「鹿島港」、「名古屋港」、 

    「水島港」、「志布志港」） 

石炭 ３港（「小名浜港」、「徳山下松港・宇部港」） 

鉄鉱石 ３港（「木更津港」、「水島港・福山港」） 

【国際バルク戦略港湾の選定港】 
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水島港

水島港・福山港

徳山下松港・宇部港

国際バルク戦略港湾（10港）

中型船による輸送 
（個々の企業による輸送） 

海外積出港 

A 港 B 港 C 港 

大型船による大量輸送 
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等） 

海外積出港 

二次輸送 
（内航船） 

複数港寄り 
（大型船） A 港 

B 港 
C 港 

(拠点港) 
(連携港) (連携港) 

これまで これから 
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地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備 

○地域の基幹産業を支える産業物流の効率化及び企業活動の活性化に直結する港湾施設を整
備することにより、産業の立地・投資環境の向上を図り、地域の雇用と所得を維持・創出する。 

雇用と所得の 

維持・創出 

背後地域 
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※港湾管理者等による公表資料を基に港湾局作成。 
※経済波及効果とは、粗付加価値額〔減価償却費を含む付加価値（生産活動に
よって新たに生み出された価値）の総額〕により経済効果を示したもの。 

※計算条件等は個別のケースで異なる。 

みなとの経済波及効果 

○港湾に関連する産業は、物流関連産業、製造業、観光産業など多様である。 
○港湾所在地では、これらの産業による経済効果や雇用効果が発生し、さらに関連する産業や周辺地域にも波及していく。 
○その結果、経済波及効果や雇用創出効果は、市や県の総所得・雇用者数の２割～４割、税収は３割～４割に及ぶと試算されている。 

横浜港 〈平成24年公表〉 

 経済波及効果：3兆9,161億円 
(市内総所得の約31%) 

 雇用創出効果：44万8,278人 
(市内雇用者の約31%) 

清水港 〈平成23年公表〉 

 経済波及効果：3兆円 
  (県内総生産の約18%) 

 雇用創出効果：50万人 
  (県内雇用者の約24%) 

名古屋港 〈平成24年公表〉 

 経済波及効果：31兆円 
(県内総生産の約40%) 

 雇用創出効果：111万人 
(県内雇用者の約30%) 

 県税：1,830億円 
(県税の約33%) 

神戸港 〈平成20年公表〉 

 経済波及効果：1兆4,594億円 
(市内総所得の約35%) 

 雇用創出効果：19万7,443人 
(市内雇用者の約29%) 

那覇港 〈平成24年公表〉 

 経済波及効果：1,295億円    
  (市内総生産の約15%) 

 雇用創出効果：1万3,172人 
  (市内雇用者の約11%) 

釧路港 〈平成20年公表〉 

 経済波及効果：4,439億円 
  (市内総生産の約34%) 

 雇用創出効果：7,629人 
(市内雇用者の約10%) 

苫小牧港 〈平成24年公表〉 

 市税収入：102億円 
(市税の約37%) 

博多港 〈平成26年公表〉 

 経済波及効果：1兆9,000億円 
(市内総所得の約28%) 

 雇用創出効果：27万人 
(市内雇用者の約29%) 

 市税収入：759億円 
(市税の約28%) 

細島港 〈平成22年公表〉 

経済波及効果：1,224億円 
(市内総生産の約80%) 

北九州港 〈平成20年公表〉 

 経済波及効果：1兆5,600億円 
(市内総生産の約45%) 

 雇用創出効果：14万人 
(市内雇用者の約30%) 

 市税収入：650億円 
(市税の約43%) 

姫路港 〈平成16年公表〉 

 経済波及効果：1兆4,561億円 
(市内総生産の約38%) 

 雇用創出効果：5万9,830人 
(市内雇用者の約25%) 

5 



6 

パナマ運河拡張計画 

ガツン閘門（現況） 拡張工事後の完成予想図 

第３閘門 

拡張工事中 
現閘門 

パナマ運河の現閘門と拡張後の比較（左図：コンテナ船、右図：バルク貨物船） 

○パナマ運河拡張計画とは、第３閘門の新設や航路の拡張・増深等により、喫水１５．２ｍ、船幅４９ｍの 

  船舶を通航可能とするもの。２０１６年中の供用が予定されている。 



沖縄における農林水産物・食品の輸出額推移 
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○「実際に沖縄から輸出されたと想定される農林水産物・食品の輸出額」は、近年増加傾向で推移 
  し、１５．８億円（対前年度比１０％増） 
○国・地域別の構成を見ると、香港向けが７．７億円（48.9％）、次いで台湾向けが３．１億円（19.5％） 
  となっている。 
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香港 
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中国 タイ 韓国 

（億円） 
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15.8 

○ 沖縄からの輸出額の推移（国・地域別） 
  （グアム・フィリピンを除く） 

（年） 

（48.9%） 

（19.5%） 

（7.7%） 

（6.7%） 

○ 品目別内訳（平成26年） 

出典：内閣府沖縄総合事務局農林水産部より 



沖縄における主な品目の輸出状況 
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（年） 

0.0 

牛肉 豚肉 
（百万円） 

（年） 

（百万円） 

○品目別内訳は、加工食品及び畜産品が全体の約６割を占めている。 
○加工食品についは、ビールが順調に伸びており、平成26年度には、約2億7千万円となっている。 
○畜産品については、牛肉が約8千万円、豚肉が約5千万円となっている。 

（百万円） 

（年） 

ビール 加工食品 畜産品 

出典：内閣府沖縄総合事務局農林水産部より 



訪日クルーズ旅客数１００万人達成 
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○近年、特に外国船社が運航するクルーズ船の寄港回数が増加しており、2015年は約５割増の970回程度    
となる見込み。 

○我が国は「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」に基づき、2020年にクルーズ船で入国する      
外国人旅客数100万人（クルーズ100万人時代）を目指し取組を進めてきたが、これを５年前倒して実現し、        
平成27年12月8日に式典を開催したところ。                ※クルーズ：レジャーを目的とした船旅で宿泊を伴うもの 

「訪日クルーズ旅客数100万人」 
達成記念式典 

日 時：平成２７年１２月８日（火）１０：３０～ 
場 所：博多港中央埠頭クルーズセンター内 
主 催：国土交通省 
後 援：福岡市 
概 要：くす玉開披、花束・記念品贈呈 等 
出席者：江島国土交通大臣政務官、髙島福岡市長 等 

■当日寄港したクルーズ船「コスタ・セレーナ」  

運航船社：コスタ・クルーズ社（本社：イタリア） 
総トン数：114,147トン 

コース：上海港(12月6日)  

    →済州島(12月7日) 

        →博多港(12月8日)  

        →上海港(12月10日) 

乗船客数：3,479名 

我が国港湾へのクルーズ船の寄港回数 

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成 
    2015（見込み）は、2015年11月末時点での見込み 
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    2015年は、国土交通省港湾局による推定（乗員除く）。 

注２） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の 

   外国人旅客についても、 （各港で重複して計上するのではなく） 
   １人の入国として計上している。 

観光立国実現に向けた 

アクション・プログラム（抜粋） 
・2020年に「クルーズ100万人時代」を目指す 

５年前倒しで実現 
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（万人） 
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日本へのクルーズ船の寄港動向 

クルーズ船の寄港する港湾（2014年） 寄港するクルーズ船の船型（外国船社） 

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成 
  

○2014年にクルーズ船が寄港した港湾の数は、全国で108港に及ぶ。 

○また、外国船社が運航する10万トン（２千人～３千人乗り）以上の大型クルーズ船の寄港は、前年（２７回）の
約６倍に増加し、１５４回となった。 

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成 
  

全国の108の港湾にクルーズ船が寄港 
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宇和島大分

秋田

石巻

両津

（佐渡島）二見

（佐渡島）

岩国

高松

下関

熊本

油津

八戸

神津島

輪島

姫路

浜田

宿毛湾

厳原（対馬）

中津

八代

福江

（福江島）

船浮

（西表島）

網走

船川

能代

七尾

福井

熱海
浜島

日高

宇部

御手洗

（大崎下島）

瀬戸田

（生口島）

鳥取

尾道糸崎

福山

北木島

あしずり

坂手

（小豆島）

松山伊万里

牛深

郷ノ浦（壱岐）

呼子

佐世保

指宿

唐津

島間

（種子島）

平土野（徳之島）

与論

座間味

平良

（宮古島）

本部

川内

横浜

神戸

石垣
那覇

東京

長崎

名古屋

広島

鹿児島

大阪

青森

金沢

小樽

境

宮之浦
（屋久島）

函館

鳥羽

宇野

高知
別府

沓形（利尻島）

清水

厳島

釧路

仙台塩釜

舞鶴

名瀬
（奄美大島）

室蘭

酒田

伏木富山

四日市

新宮

香深（礼文島） 稚内

苫小牧

新潟

萩

徳島小松島

北九州

博多

大船渡

宮古

茨城

館山

敦賀

宇和島

秋田

両津
（佐渡島）

高松

下関

熊本

油津

八戸

輪島

姫路

浜田

宿毛湾

厳原（対馬）

八代

福江
（福江島）

船浦
（西表島）

網走

船川

能代

七尾

福井

日高

呉

鳥取

水島

あしずり

坂手
（小豆島）

松山

郷ノ浦（壱岐）

佐世保 唐津

与論

座間味

平良
（宮古島）

本部

西之表
（種子島）

八丈島

和歌山下津
細島

二見
（佐渡島）

小木
（佐渡島）

留萌

奥尻

久慈

七里長浜

宮津
温泉津

仙崎

宮浦
（直島）

今治

内海
（小豆島）

古仁屋
（奄美大島）

志布志

和泊

鴛泊（利尻島）

田子の浦

神津島

青方（中通島）

100回以上

50回以上 ～ 100回未満

30回以上 ～ 50回未満

10回以上 ～ 30回未満

5回以上 ～ 10回未満

5回未満

凡　　例

平土野
（徳之島）

江差 根室
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   拡大するアジア市場（2016年の中国発着クルーズの動向） 

ＲＣＩ（ロイヤルカリビアンインターナショナル）（米） 

○２０１６年から、オベーション・オブ・ザ・シーズを中国発着として 

 投入予定  （クァンタム・オブ・ザ・シーズと同型船）  
  （総トン数：16.8万トン、乗客定員：4,180人、2016年4月就航予定） 
○２０１５年の４隻体制から、２０１６年には５隻体制に。 

出典：日本海事新聞（2015.10.23）、各社ＨＰより国土交通省港湾局作成 

コスタクルーズ（伊） 
境港に寄港するクァンタム・オブ・ザ・シーズ 

○２０１６年から、コスタフォーチュナを中国発着として投入予定（総トン数：10.3万トン、乗客定員：2,616人） 
○２０１５年の３隻体制から、２０１６年には４隻体制に。 

プリンセスクルーズ（米） 

○２０１６年から、ゴールデンプリンセスを中国発着として投入予定（総トン数：10.9万トン、乗客定員：2,600人） 
○２０１５年の１隻体制から、２０１６年には２隻体制に。 

ＭＳＣクルーズ（伊） 

○２０１６年から新たに参入。 

○ＭＳＣリリカを投入予定（総トン数：6.5万トン、乗客定員：1,946人） 

○2016年の欧米大手クルーズ船社の中国発着クルーズへの投入船舶は、2015年に比べ増加の見込 
○また、大手クルーズ船社のＭＳＣクルーズが、中国発着クルーズに新たに参入の見込み 

※2015年11月時点での情報であり、今後変更となる可能性もある。 

※中国発着予定のクルーズ船を示したものであり、現時点で寄港地は未定。 

2016年投入予定のＭＳＣリリカ 



沖縄へのクルーズ船の寄港動向 
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○２０１５年の沖縄県内へのクルーズ船の寄港は２１９回（速報値）となり、過去最高。 

○現時点で、２０１６年は３９９回の寄港が予定されており、大きく増加が見込まれる。 

○２０１６年は、中城湾港へのクルーズ船の寄港が予定されるなど、より多くの地域にクルーズ船
の寄港が拡大することが期待される。 

14 
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沖縄県内のクルーズ船寄港回数の推移 

那覇港 石垣港 平良港 中城湾港 その他 合計 

沖縄県港湾への 

クルーズ船寄港予定、見込 

（2015年速報→2016年見込） 

(回) 

※港湾管理者（沖縄県、那覇港管理組合、宮古島市、石垣市）からのヒアリングに基づく（2015.12．31時点） 

（速報） （見込） 



13 

「クルーズ１００万人時代」に向けた取組 

○「クルーズ100万人時代」の実現を目指し、ソフト・ハード一体となった以下のような取り組みを推進してき
たところ。 

岸壁や旅客船ターミナルにおける地元物産販売の例 

・クルーズふ頭に免税店を臨時出店する際の 

 手続きを簡素化し、出店を促進。 

クルーズ埠頭への臨時の免税店の出店 

・クルーズ船社からの問い合わせに、

一元的に「ワンストップ窓口」 

（国土交通省港湾局）で対応。 

問い合わせ窓口の一元化 

・クルーズ船社が寄港に必要とする情報 

 ①港湾施設の諸元 

 ②寄港地を起点とした観光情報 

 を、ウェブサイトから一元的に発信。

（英語、日本語）  

寄港地情報の一元的発信 

・貨物埠頭等の既存ストックを活用しつつ、 

 クルーズ船の受入環境を改善。  

クルーズ船の受入環境の改善 

人・車両が輻輳 

物流利用との 
調整が必要 

バスの駐車 
スペースが不足 

：課題 

係船柱 

防舷材 

クルーズ船社に対する寄港促進の取組 

港湾における受入向上の取組 

商談会等の開催 

・全国114の首長等が参加

する「全国クルーズ活性化

会議」と連携して、クルーズ

船社、自治体等が参加す

る商談会を開催。 
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外航クルーズ船寄港への新たな対応 

外航クルーズ船

 ○ 免税の対象となる、一般物品の最低購入金額を
「10,000円超」から「5,000円以上」に引き下げ。
(これに合わせ、消耗品の最低購入金額を「5,000円
超」から「5,000円以上」に引き下げ。) 

○平成２７年４月に「クルーズ埠頭における臨時の免税店届出制度」を創設。地方における更なる免税店 
  の拡大と消費の活性化を図るため、免税の対象となる一般物品の最低購入金額を「10,000円超」から 
  「5,000円以上」への引き下げ等が、平成２８年度税制改正の大綱に盛り込まれたところ。 
○また、外航クルーズ需要の増大に対し、港湾の物流機能を維持しつつ、旅客の受入環境を改善するため、 
  民間事業者による旅客施設等の建設又は改良に対して資金の無利子貸付けによる支援を行う。【新規】 

旅客施設のイメージ （博多港） 

〔対象施設〕 

 旅客施設及びこれに附帯する駐車場等の港湾施設 

要望の結果 

 ○ 民間活力を活かした旅客施設等の建設又は改良に
対して国による無利子貸付を行う。 

旅客施設等への無利子貸付 


